
第39期　2025年 3月28日
新潟県新潟市中央区東大通一丁目3番1号

ＩＮＰＥＸ新潟ビルディング 5階
株式会社ＩＮＰＥＸエンジニアリング

代表取締役社長　荻 野 浩 市

2024年12月31日現在（単位：円）

（ 資　産　の　部 ） ( 2,032,636,617 ) （ 負　債　の　部 ）（ 1,151,653,811 )

流 動 資 産 1,521,611,636 流 動 負 債 741,162,811

預 金 349,395,151 買 掛 金 218,351,004

預 け 金 602,632,937 未 払 費 用 436,322,904

売 掛 金 478,756,447 未 払 消 費 税 40,233,500

仕 掛 品 45,319,592 未 払 法 人 税 等 19,870,900

材 料 貯 蔵 品 6,447,580 預 り 金 26,384,503

その他 流動 資産 39,059,929

固 定 資 産 510,496,481 固 定 負 債 410,491,000

有形固定資産 205,977,389 退 職 給 付 引 当 金 410,491,000

建 物 構 築 物 72,294,624

機 械 及 装 置 762,013

車 両 運 搬 具 790,000

工 具 器 具 備 品 11,653,246 （ 純 資 産 の 部 ） ( 880,982,806 )

土 地 25,877,506

建 設 仮 勘 定 94,600,000 株 主 資 本 880,982,806

無形固定資産 20,591,632 資　本　金 100,000,000

電 話 加 入 権 27 資本剰余金 263,319,530

ソ フ ト ウ ェ ア 20,591,605 資 本 準 備 金 263,319,530

投資その他の資産 283,927,460 利益剰余金 517,663,276

繰 延 税 金 資 産 237,289,300 利 益 準 備 金 14,000,000

そ の 他 投 資 等 46,638,160 その他利益剰余金 503,663,276

繰 延 資 産 528,500

繰 延 資 産 528,500

2,032,636,617 2,032,636,617
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貸　 借　 対　 照　 表

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 資 本 の 部

合　　　　　計 合　　　　　計



１． 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕  掛  品 個別法による原価法

個別法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 建物は定額法　

建物附属設備及び構築物は2016年3月31日までに取得したものは定率法、以降は定額法

その他の有形固定資産は定率法

② 定額法　但し、ソフトウェアは自社の利用可能期間(5年間)に基づく定額法

(3) 引当金の計上の方法

従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における従業員の会社都合退職

による期末要支給相当額を計上しております。

(4) 売上高の計上基準

売上高の計上は、原則として検収基準により行っております。

(5) リース取引の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、重要性の低い

取引については、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理により行っております。

(6) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式で行っております。

(7) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

グループ通算の適用 当社はグループ通算制度を適用しております。

２． 税効果会計に関する注記

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

「グループ通算制度を適用する場合の会計処理並びに開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号2021年8月12日)

に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

３． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

４． 当期純損益額

当期純利益 1,896 千円

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

退職給付引当金
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個   別   注   記   表

自　2024年 1月 1日

至　2024年12月31日

材料貯蔵品

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産


